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双日グループ企業理念

双日グループは、誠実な心で世界を結び、
新たな価値と豊かな未来を創造します。

行動指針

強い個を活かす組織力をもとに創造性を発揮し、
すべてのステークホルダーに貢献するための行動指針

1.  確かな信頼を築く。
2.  将来を見据え、創意工夫する。
3.  スピードを追求する。
4.  リスクを見極め、挑戦する。
5.  強固な意志でやり遂げる。

双日グループスローガン

双日の持つ歴史、人材、ネットワーク、その他全ての有形・無形の力を活かし、

社員一人ひとりがこれまでの常識に囚われない自由な発想で考え、新たな価値を社会に

実現していくこと。そんな想いをグループスローガン“New way, New value”に込めています。

当社は幅広い事業分野で多岐にわたる事業展開を行っており、それぞれにおいて、

専門性を持った人材が、常に新しい取り組みにチャレンジし、日 “々New way”を追求して

“New value”を生み出すことにより企業価値の向上につなげること、これが当社の

“New way, New value”のあり方です。

双日は創業以来、「必要なモノ・サービスを必要なところに提供する」

という総合商社の使命に基づき、価値創造の連鎖を紡ぎ続けてきました。

一つひとつの事業創造を通じて、顧客やパートナーとの接点が生まれ、

深まり、「その次」の事業へとつながる機会が増えていく。

そして、その過程で獲得した新たな機能とネットワーク、

人材の成長によって機会を捉えていく。

この繰り返しの中で、成長し続けてきました。

変化の時代の中にあっても、「必要なモノ・サービスを

必要なところに提供する」という、

総合商社としての双日の使命は変わりません。

変化の波に乗るだけではなく、自ら変革し、

常に豊かな未来を実現する新たな事業を創造し続ける。

本統合報告書では、グループスローガンである

“New way, New value”をコンセプトに、双日に刻み込まれている、

常に変化し、新しい価値を実現していくDNAの一端をお伝えします。

なぜ今 New way, New value なのか。
グループスローガンのNew way, New valueは、当社の普遍的な価値観を示したものです。

それは、変化がダイナミックかつ、加速度的に進む時代の中で、私たちが築き上げてきた普遍的な 

価値観を、投資家や株主の皆様、そして全てのステークホルダーの皆様に対して、解像度高くお伝えす

ることこそが、まだ見ぬ未来を示唆し、導くアプローチであるという想いがあるからです。

新たな道を切り開き、
新たな価値を
生み出し続ける 
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“New way,  New value”源流から遡り、100年以上の歳月の中で、つなげ、紡いできた事業創造のDNA

実践の軌跡双日の源流 New 

WAY 
New 

VALUEニチメン
株式会社

岩井産業
株式会社

鈴木商店／
日商株式会社

1892
日本綿花
株式会社設立

1943
商号を日綿實業
株式会社に変更

1982
商号をニチメン
株式会社に変更

1862
岩井文助
商店創業

1896
岩井商店創業

1943
岩井産業
株式会社に
商号変更

1874
鈴木商店創業

1927
鈴木商店破綻

1928
鈴木商店の
後継会社として 
日商株式会社設立

・ 60年以上続くボーイング社との 

信頼関係
・ 2003年からビジネスジェット事業に
参入
・  Phenix Jet International, LLC（当社
連結子会社）：アジア拠点のチャーター
機管理数No.1

1917
貿易年商で
No.1の総合商社
となる（1917年には
売上高が当時の
GNPの1割に相当）

1968
日商岩井株式会社が発足 
（岩井産業株式会社と 
日商株式会社が合併）

民間航空機の総代理店の枠を超えたゼロからの事業創出  
2003年、当時日本では全く普及していないビジネスジェット事業に参入。前身である日商岩
井が1956年に代理店となって以来積み上げてきたボーイング社との信頼関係や航空産業で
の経験を基盤にしながらも、ゼロから事業を立ち上げる挑戦でした。機体売買にとどまらず、
日本に拠点を置く唯一の国際ビジネスジェットオペレーターとして運行管理、チャーター運用
も行っています。 

事業を通じたCO2排出量の削減 
ビジネスジェットの運航におけるSustainable Aviation Fuel（SAF）の活用機会拡大の検討を
進めています。2022年9月、株式会社ユーグレナが製造・販売する国産のSAF（ブランド名「サ
ステオ」）を使用した初めてのフライトを実施しました。日本を出発するビジネスジェットとして
国産SAFを使用した初の国際線フライトです。 

ビジネスジェット事業 

ニチメン株式会社
日本綿花は、後に日本最大の産業に発展する紡績業に対して、
原料である綿花を独自調達することを目的として設立され、そ
の後、綿花調達と綿製品の輸出のため世界各地に進出しまし
た。綿花調達拠点でもあったインド、ビルマ（現ミャンマー）等
においても、発電所や送電線といったインフラや化学、食料な
ど事業領域の多角化を図っていきます。その後、1964年にはオ
リエント・リース株式会社（現オリックス株式会社）を設立し、リー
スの概念を米国から導入することで旺盛な設備投資意欲に応
えるなど、先進的な取り組みにも果敢に挑戦してきました。 

日商岩井株式会社
日商岩井の源流は、現代における多くの名だたる企業の基礎を

作り上げた鈴木商店と岩井商店にあります。鈴木商店は、1917

年には日本のGNPの1割に相当する売上高（貿易年商）を記録す

るNo.1の総合商社にまで成長しました。しかし、第一次世界大

戦後の不況や関東大震災などの外部環境の悪化により経営破

綻に陥り、1928年に後継会社として日商を設立。戦後、日商は

船舶や鉄道輸出で業界をけん引し、空の世界では米国ボーイン

グ社の対日代理権を取得するなど、航空機ビジネスも積極的に

展開していきます。一方、岩井商店は現在に続く製造事業群を

設立し、輸入品の国産化に貢献したほか、岩井産業へ商号変更

した後には、ブラジルで鉄鉱石の開発に着手し高度経済成長に

必要な鉄鋼原料の供給に貢献しました。その後、日商岩井が発

足し、1973年当時日本最大のLNG導入プロジェクトであったイン

ドネシアのLNG開発のほか、炭鉱開発、鉄鋼・金属といった日

本におけるエネルギーの安定供給に貢献する事業で、存在感を

高めていきます。また、食料・物資の分野でも幅広く事業を手掛

け、1971年にはナイキ社（前身であるBRS社）のスポーツシュー

ズ販売の将来性に着目し取引を開始、1981年に合弁でナイキ

ジャパンを設立。その他、1986年にはベトナムにおいて日本企

業初の駐在員事務所を開設するなど、常に先を見据えて行動す

る力は現在の双日にも受け継がれています。

双日株式会社発足
ニチメンと日商岩井は、1990年代に起きた日本のバブル崩壊

やアジア経済危機などを契機に事業環境が悪化。これまでの

規模追求から効率性を重視する経営への舵取りが迫られまし

た。そのような中で、革新的な機能型商社を目指すべく、2003

年に経営統合し、ニチメン・日商岩井ホールディングスを設立。

経営統合により、合理化と効率経営を追求することによって、

営業及び財務基盤の強化を図りました。翌年の2004年に双日

が発足し、総合商社として新たなスタートを切りました。

2003
持株会社ニチメン・日商岩井ホールディングス
株式会社設立
（ニチメン株式会社及び日商岩井株式会社が株式を
移転、両社は子会社に）

2004
事業子会社 双日株式会社が発足

持株会社が
双日ホールディングス株式会社に
商号変更

2005
双日ホールディングス株式会社と
双日株式会社が合併

双日株式会社に商号変更

I N T R O D U C T I O N

港湾から操業までのワンストップ 
ソリューションと鉱山リハビリテーション機能* 

を活かし、水平展開

ミティオ・ダウンズ・サウス炭鉱（2018）、 
グレゴリー・クライナム炭鉱（2019）を取得

総合商社初となる炭鉱経営への参画 
1980年代から、インドネシア、豪州を中心に石炭分野で権益を確保し、エネルギー供給を通
じて日本やアジアの新興国の経済成長を支えました。2010年12月にはミネルバ炭鉱への出
資比率をそれまでの45%から96%まで引き上げ、日本の商社で唯一のオペレーターとして炭
鉱経営に参画。そこから得られる収益も拡大していきました。（脱炭素方針に基づき、2020年
度にミネルバ炭鉱（一般炭）は閉山） 

次の価値創造へつながった独自の炭鉱操業 
マイノリティからマジョリティへと出資形態を変えることはリスクの増大につながりましたが、
その分「次」への展開につながるノウハウやネットワーク、情報を得られることとなりました。
操業ノウハウの獲得や、鉱山業界のインナーサークルに入ったことにより得た知見が、その後
当社の主力原料炭鉱山となったグレゴリー・クライナム炭鉱の権益獲得にもつながりました。 

豪州石炭事業
New
WAY 

VALUE
New

*  採掘跡地の地形、土壌、水理、動植物の生態系等
を、採掘前の状態に回復すること。

日本企業初の海外病院PPP*事業 
双日としても初めての病院施設運営事業に参画。独立系発電事業など、プラント事業で実績
を積んでいたPPPのスキームにおける経験や、パートナーとの信頼関係が活かされました。ヘ
ルスケア領域は、それまで手付かずの領域の一つであり、当プロジェクトを契機にヘルスケア
領域への道が大きく拓けることになりました。 
* PPP（Public Private Partnership）：官民連携事業 

・日本とトルコの友好のシンボル
・ 病床数2,682床 

（日本最大規模を超える）
・ 2020年5月開院以来、 
累計外来患者数　約700万人  
注：2023年4月時点

新型コロナウイルス感染拡大に対応する医療体制の充実 
トルコ政府の要請を受け、2020年4月には部分開院し、5月には予定から半年ほど早く全面開
院。医療崩壊を起こさないための最後の砦として機能しました。双日は安定的な収益基盤を
得るとともに、質の高い医療インフラの提供により人々の生活の質の向上に貢献しています。
その後も、病院事業における実績とブランド価値を築き上げ、2021年3月には豪州の病院施
設運営事業にも参画しています（開院は2025年を予定）。  

トルコ病院事業 

VALUE
New

New
WAY 

New
WAY 

VALUE
New



Post中計2023でも継続的に
当期純利益
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 当期純利益（左軸）  ROE（右軸）  ROA（右軸）

（億円） （％）

リーマン・ブラザーズ・ 
ホールディングスが経営破綻

当期純利益が世界金融危機以前の水準に

新型コロナウイルス感染拡大の影響

脱炭素社会への移行動向を踏まえた一部の
一般炭権益や油田権益に対する手当を
構造改革費用として前倒しで計上

双日の発足後、財務基盤の回復を最重要課題として、事業の選択と集中を図ると

ともに、資産と負債の圧縮を進めました。そして、円安や株高、資源価格の高騰な

ど、外部環境が追い風に変わる中、資源関連ビジネスが収益拡大のけん引役とな

り、双日は経営再建への道を着実に歩んでいきました。しかし、その矢先、2008

年9月に発生したリーマンショックによって資源価格が暴落し、稼ぎ頭であった資

源関連ビジネスの収益に大きく影響を及ぼしたことに加え、自動車や化学品など

のモノの動きも停滞。不動産関連事業も信用収縮と不動産価格下落の影響を受

け、2009年3月期の当期純利益は大幅に減少しました。

安定的に収益を生み出せる事業ポートフォリオの形成、強固な財務基盤の構築に

よって、従来できなかった規模の投資が実行できるようになりました。それは、よ

り大きなリターンを期待できると同時に、事業運営におけるイニシアチブを発揮し

やすくなるということでもあります。これまでの事業を通じて培ってきたノウハウ、ネッ

トワークなどの強みを活かし、より一層大きな価値を生み出す事業に取り組むこ

とで、さらなる高みを目指していきます。

市況の影響を受けにくい非資源分野を強化するとともに、脱炭素社会への移行を

見据えた構造改革を進めてきた結果、資源事業と非資源事業の収益割合は逆転。

市況影響により直近は5割程であるものの、非資源事業が7～8割程度を占めるよ

うになりました。コロナ禍による経済活動への影響やデジタル化の加速、ESGに対

する意識の高まり、価値観・ニーズの多様化といった外部環境の変化に対応し、

双日も変化を続けています。

リーマンショック以降もその余波が響き、不透明な世界情勢・経済環境が続く中、

当社は市況変化による耐性力を高めるべく、事業ポートフォリオの軸足を資源か

ら非資源へと移していきました。航空機、肥料等の伝統ある既存事業に加え、再

生可能エネルギー事業等への成長投資を継続するとともに、資産効率が低い案

件の資産売却を進めるなど、資産の入替を推進。優良資産の積み上げを図り、安

定的な収益基盤を構築しました。さらに、在庫リスクや為替リスクに対応したリス

ク管理体制を徹底し、キャッシュ・フローを重視した財務戦略を推進することにより、

揺らぐことのない財務基盤を構築してきました。

I N T R O D U C T I O N

2期連続で過去最高益を達成
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New Stage 2008新事業計画（2004.9～2006.3） Shine 2011 中期経営計画2014 中期経営計画2017 中期経営計画2020 中期経営計画2023


